
京都府建設交通部指導検査課

令和７年度 京都府建設業者基礎技術研修

ここが知りたい「建設業界の課題」と

「京都府入札契約制度」について



京都府建設交通部指導検査課

・最近の建設交通行政をめぐる情勢

・公共工事に係る諸法令

・京都府の入札契約制度の概要

（国土交通白書などから、建設業をとりまく環境などを紹介）

（品確法、建設業法、入契法等）

（積算単価や総合評価、入札参加資格申請等、近年改正した入札契約制
度の概要）

○入札契約制度の概要について

○総合評価競争入札制度について

・入札制度の一つである総合評価競争入札制度の概要
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・ 2045年の人口は、2015年を100とした場合に83.7になると推計〔全国〕
（京都府…2015年を100とした場合に81.9）
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出典：総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

・ 15歳～65歳人口（生産年齢人口）の減少と、65歳以上人口の増加により
「支える側と支えられる側のバランス」が大きく変化

＜全国の人口の推移＞

51.4%

38.4%

2015年 2065年(推計)

時代の変化と課題（人口減少・少子高齢化）
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出典：近畿地方整備局資料

就業者数のピーク
Ｈ９(1997) 685万人
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R６（2024）
建設投資 73.2兆円 （87%）
就業者数 477万人 （71%）
許可業者 48万業者 （80%）
（ ）は、ﾋﾟｰｸ比

建設投資のピーク
Ｈ４(1992) 84兆円

許可業者のピーク
Ｈ１１(1999) 60万業者

国内建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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6
建設就業者の現状

6
出典：近畿地方整備局資料

技能者等の推移
建設業就業者の高齢化の進行
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建設産業における働き方の現状

7出典：近畿地方整備局資料
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我が国の労働時間は減少傾向にあり、建設業においても時間外労働時間の上限規制適用の影響などにより減少している。しかし、他産業と比較
すると依然として長く、2024年は調査産業計に比べて年間約230時間、製造業に比べて約40時間長くなっている。

出典：建設業デジタルハンドブック2025年5月（日本建設業連合会）

労働時間の推移
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全産業
建設業

製造業

9
出典：建設業デジタルハンドブック2025年5月（日本建設業連合会）

設計労務単価

建設業の男性労働者の賃金は、建設投資の増加を背景に2014年以降上昇した。その後、2019年に一旦はピークをつけたものの減少に転じた。そ
の後再び上昇し、2023年には大きく増加し製造業男性労働者と同じ水準となった。その一方で、建設業男性生産労働者の賃金は、依然として製造
業男性生産労働者の賃金を下回っている。
公共工事設計労務単価の2025年度の全国全職種平均値は、必要な法定福利費相当額や義務化分の有給休暇取得に要する費用のほか、時間
外労働時間を短縮するために必要な費用を反映して１4年連続の上昇となった。

労働賃金の推移
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建設予算
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出典：京都府統計書
産業（大分類）別、年齢別、男女別有業者数
平均年齢は分布から加重平均で算出

京都府の状況：建設業を取り巻く現状と課題

建設投資については、建設交通部最終予算額
許可業者数は、建設業許可業者数調査の結果について（国土交通省 土地・建設産業局 建設業課）より
就業者数は、京都府HP「産業(大分類)別、従業上の地位別15歳以上就業者数」より

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移（京都府）
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京都府統計書

京都府内 年度 単位 数量
H13比較
増減率(%)

事業所総数
H13 事業所 142,117

R3 事業所 110,564 -22%

従業員総数
H13 人 1,201,540

R3 人 1,148,970 -4%

出典:産業大分類別事業所数、従業員数

年齢階層別の就業者率（京都府、R5）

○建設業者数は、令和６年度で11,604業者で平成12年度から26％減（全体26%減）
○建設業就業者数は、令和２年度で76,260人で平成12年度から24％減(全体4%減)
○令和５年の建設業就業者は60歳以上が約25％（全産業22%）、 29歳以下が約14％（全産業18%)と若年層が少なく、

次世代の担い手確保や技術承継が課題
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建設業
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京都府内における月間労働時間及び月間出勤日数の推移

出典：毎月勤労統計調査地方調査結果（京都府企画統計課社会統計係）

※主要産業
日本標準産業分類に定める「鉱業， 採石業， 砂利採取業」「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道 業」「情報通信業」「運輸業，郵便業

」「卸売業，小売業」「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サー
ビス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」の16大産業

○府内建設業の月間労働時間は、主要産業平均※に比べ約35時間長く、3.6日多く出勤している状況にあり、長時間労
働の是正とともに生産性の向上が課題

（時間/月）

主要産業平均※

製造業

34.6時間/月

製造業

主要産業平均※

3.6日/月

（日/月）

時間外労働の
上限規制施行

京都府の状況：建設業を取り巻く現状と課題
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出典:京都労働局 求人・求職バランスシート&グラフ
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府全域_建築・土木技術者

南部_建築・土木技術者
生産工程の職業

全産業計

約4.4倍

○現在の府内建設業求人倍率6.78は全産業計1.16の約５．８倍で、慢性的に求職者が不足
⇒次世代の担い手不足が懸念

特に、北部は23.43と南部5.31に比べ約4.4倍も不足している状況 ※R7.4月時点

京都府の状況：京都府の求人状況
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全産業的に生産年齢人口が進む中、今後も次世代の担い手確保が必要
担い手確保を通じた「現場力」の維持が不可欠

地域インフラ整備を通じて府民生活の向上や経済の持続的な成長を支える「担い手」

災害時に府民生活や経済活動の一日も早い再建に寄与する安心・安全の「守り手」

課 題

建設業の役割と課題

役 割

14

働き方改革 生産性向上

若年層や女性の入職を促進・高齢層が働きやすい環境を整備
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建設工事従事者の高齢化や若手入職者の減少など、将来の担い手確保のための建設現場に
おける労働環境の改善に向けた取り組み。

京都府の取組

◼ 完全週休２日の達成により工事成績評定で加点評価。
(R7.9.1以前に入札公告した工事については、月単位の週休２日達成で加点)

週休２日制工事の実施について

京都府における働き方改革の取組

◼ 休日や準備期間等を考慮した適正な工期の設定。
◼ 対象工事は、原則、適正な工期が確保できている全ての工事。
（ただし、通年維持工事や緊急対応工事等は除く）

◼ 令和７年９月１日以降に入札公告する工事から完全週休２日の実施を原則として発注。
(完全週休２日とは、施工に必要な期間の全ての週で、土日が閉所された状態をいう。)

◼ 現場の取組状況（通期の週休2日 月単位の週休２日 完全週休2日）に応じて、費用計上

内 容

目 的

15

週休２日実施状況 (件)

実施件数

H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６

3 10 89 280 376 560 651
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◼ 債務負担行為や繰越明許費の確保・活用により、施工時期を平準化

京都府における働き方改革の取組

出典：国土交通省HP「施工時期の平準化について」
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京都府の取組

◼ 受注者（建設業者）や技能者に期待される効果
・年間を通じた安定的な工事の実施による経営安定化
・人材や機材の実働日数の向上や効率的な運用、稼働率の向上による機械保有等の促進
・繁忙期が平準化されるため、休暇が取得しやすくなる。

公共工事では、時期により工事の繁閑に大きな差が生じるため、施工時期を平準化するこ
とにより、人材や機材の効率的な活用等を促進し、働き方改革を推進するもの。

目 的

効 果

施工時期の平準化について
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京都府における生産性向上の取組

測量・設計～維持管理まで、ＩＣＴ技術の全面的な活用について

目 的

人口減少や高齢化が進む中にあっても、建設業の担う役割を果たすため、建設業の賃金水
準の向上や休日の拡大等による働き方改革とともに、生産性向上が必要不可欠。
調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスでＩＣＴ

技術の活用を推進し、建設現場の生産性を２割向上を目指す

出典：国土交通省「首相官邸未来投資会議資料」



京都府建設交通部指導検査課

●対象工種の限定
小規模工事など、ＩＣＴ施工に必要な基準類の

拡充が必要
●ＩＣＴ技術力

受発注者双方において、ＩＣＴ技術力アップが
必要であり、デジタル人材の確保・育成が課題

18

【課題】

【現状】

京都府における生産性向上の取組

３次元測量技術

ＩＣＴ活用工事について①

目 的
工事現場において、ＩＣＴ技術を活用することで効率化と高精度な施工を実現するもので、

建設工事での生産性向上を図るもの。

３次元データ、ICT技術を活用
ＩＣＴ活用工事実施状況 （件）

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 計

実施件数 1 2 9 27 42 44 50 90 265
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ＩＣＴ講習会・体験会の開催（京都府主催）

京都府における生産性向上の取組

19

目 的
地域の建設業者を対象に講習会・現場体験会を開催し、建設現場でＩＣＴ技術を活用するため

の知識を習得することで、ＩＣＴ技術力の向上を図るもの。

京都府の取組 ＜令和３，４年 建設ＤＸ促進事業費＞

〇主な体験会の内容
・ICT活用工事の概要
・3次元測量の体験
・3次元設計データ作成の体験
・ICT施工の体験

(最新の測量機器を用いた測量
及び出来形管理の体験等)

令和6年度は6月、10月、11月、12月
に舞鶴市、宮津市、亀岡市、京田辺
市で計10回開催。

・令和５年度 体験会 計９回開催(北部３回、中部３回、南部３回)
オンラインセミナー 令和６年１月２２日に開催

・令和６年度 体験会 計１０回開催
ホンキの一歩８回(北部３回、中部３回、南部２回)
極みの一歩(北部１回) ３Dデータ活用体験会(北部１回)

・令和７年度 体験会計８回開催予定
ホンキの一歩 北部５月～２３日に実施、極みの一歩 北部６月１３日に実施
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京都府における生産性向上の取組

ＣＩＭ(Construction Information Modeling)活用について

目 的

調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全てのプロセスで３次元モデルを
中心に関係者間で情報共有・活用することにより、業務の効率化・高度化を図るもの。

出典：国土交通省「i-Construction委員会」資料 20
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建設現場における遠隔臨場の試行

遠隔臨場とはウェアラブルカメラやネットワークカメラを活用し、現場に行かずとも離れた
場所から映像と音声の双方向通信を使用して「材料確認」「段階確認」「立会」をＷＥＢで行
うことで、時間削減を図るもの。

遠隔臨場のイメージ

京都府における生産性向上の取組

◼ 遠隔臨場を行った工事に
ついては、工事成績評定
で加点

◼ ウェアラブルカメラの無料
貸出(１回のみ)

◼ 受注者に期待される効果
・始業時、正午前後、終業時などの時間帯も段階確認等の立会が可能となり、待ち時間
の削減が可能

◼ 発注者に期待される効果
・職場と工事現場との往復時間や往復時の交通事故リスクの削減が可能

目 的

効 果

京都府の取組
＜令和３，４年度建設ＤＸ促進事業費＞

21
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◼ 電子小黒板の実施により、工事成績評定で加点評価
22

京都府における生産性向上の取組

出典：国土交通省資料

◼ 撮影の際の補助員不要による省人数化、小黒板不要のため高所・狭小部撮影における
安全性の向上

◼ 撮影時に入力した管理情報により工事の写真整理を省力化し、時間外労働を削減

□準備
小黒板への記入

□撮影

①対象工事で使用する機器(※)を
発注者へ提示

受注者

②機器(※)を用いて工事写真撮影と
小黒板情報の電子的記入

③小黒板情報の電子的記入を行った
工事写真、チェックツールによる
チェック結果を発注者へ納品

※信憑性確認(改ざん検知機能)を
有する機器やソフトウェア

京都府の取組

目 的

効 果

建設現場における電子小黒板の試行について

電子小黒板は、従来現地でチョークにより実測値や撮影箇所などを小黒板に記載していた内
容を電子化し、撮影時に移し込んで撮影することで省人数化や省力化を図るもの
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工事書類を必要最小限に簡素化（スリム化）、書類の電子化、情報共有システム（ＡＳＰ）の
活用により、工事の円滑な施工を図るとともに受発注者間双方の働き方改革を図るもの

京都府の取組

◼ 「提出」と「提示」する書類の明確化
◼ ①工事完成書類の提出を削減、②一部「提出」から「提示」へ変更、

③簡素化の取組を周知徹底
◼ 「情報共有システム（ＡＳＰ）」の活用
◼ 土木工事書類簡素化ガイドラインの作成、周知（Ｒ４．４）

➢ 引続き書類の簡素化に取り組む。

工事関係書類の簡素化について

京都府における生産性向上の取組

目 的

内 容

◼ 情報共有システム（ＡＳＰ）とは、インターネットを利用して、受発注者間で工事施工中
の情報を共有し、相互利活用できるシステム

◼ 従前、発注者間で行っていた手交による工事書類が、ＡＳＰの活用により、どこからでも
情報共有が可能となり、移動時間や待ち時間が削減

◼ 受発注者ともに工事書類の決裁が画面上で行えることから、事務が効率化

効 果

23
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京都府における生産性向上の取組

⚫ICT及びCIM活用の普及促進には関係業者に技術開発やアドバイスを行える仕組みが必要

⚫ICT及びCIM活用に関する先進的取組の情報共有、普及促進、課題への対応検討などを産学官の

体制により推進するもの

⚫産学官による推進会議の開催（年３回程度）

⚫受発注者等の求めに応じ、実践的なアドバイスを行うとともに、新たな技術の現場導入を目指

した活動の実施

⚫技術習得のための講習会・体験会等の立案
24

目 的

産学官連携による京都府建設ＤＸ推進プラットフォームの設置

京都府の取組 ＜令和４年度６月補正 建設業生産性向上プロジェクト事業費＞
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京都府における生産性向上の取組

京都府建設ＤＸ推進プラットフォーム 好事例紹介

☆府HPでの建設ＤＸ好事例紹介

URL：https://www.pref.kyoto.jp/shido/kensetsushokunin/kensetudxjirei.html

・DXPF会議は非公開で開催しているが、
本会議で共有された取組事例や、DX
推進に向けた課題やその対応等に関す
る情報は、建設産業従事者にとって
有益なもの。

・京都府ＨＰ上で取組事例を公表

無電柱化工事における取組例

建設ディレクター活用事例

チルトローテータの活用事例

25
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第三次･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）

建設業における働き方改革と生産性向上の取組方向

26
出典：国土交通省資料
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第三次･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）

建設業における働き方改革と生産性向上の取組方向

27
出典：国土交通省資料

令和６年法律第４９号
令和６年６月１４日公布
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28

工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知について

建設業における働き方改革と生産性向上の取組方向
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第三次･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）

建設業における働き方改革と生産性向上の取組方向

29
出典：国土交通省資料
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公正な競争の下で公共調達を行い、地域経済の活性化や府民の安心・安全の確保を実現す
るため、次の事項を公契約の基本とする。（令和２年７月改正）

（基本方針）
◼ 公正な競争並びに品質及び価格の適正の確保
◼ 入札及び契約の過程における透明性及びコンプライアンスの確保
◼ 談合その他の不正行為の排除
◼ 地域における雇用及び地域経済に与える効果への配慮
◼ 災害発生時における初期対応など地域の安心・安全の確保
◼ 公契約からの暴力団排除の徹底
◼ 建設工事の技術力、施工能力を有しない不良不適格業者の排除
◼ 事業活動における社会貢献の促進

京都府は、公契約の発注者としての立場から、「公正な競争」、「地域経済への配慮」、
「安心・安全の確保」のバランスのとれた入札契約制度を構築し、公共調達に求められる
社会的要請に応えていくため、公契約の基本理念と発注者として主体的に取り組む具体的
な内容を示すもの

京都府の取組

公契約大綱について

京都府における働き方改革の取組

目 的

（取組内容）
◼ 工事に従事する者の休日や必要な準備期間等を考慮した適正な工期等を設定
◼ 翌年度にわたる工期の設定など必要な取組により施工時期を平準化
◼ 技術と経営に優れ地域に貢献する優良な企業を評価・育成
◼ 情報通信技術の活用等により生産性を向上 など 30
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概 要

◎技能労働者の不足等に伴う労働市場の適正価格を適切・迅速に
反映するため、適時に単価の見直しを実施

平成25年4月公共工事設計労務単価改定
○全産業平均を下回る建設業の給与水準を引き上げ、ひっ迫

している技能労働者の需給を改善
○社会保険料の労働者負担分相当額の計上により、技能労働者

の社会保険等への加入徹底を図る

令和7年3月公共工事設計労務単価改定
○昨今の技能労働者等の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適

切に予定価格に反映するため、平成26年から12年連続で、例年
4月の改定を前倒しして実施

33
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平成24年4月以降の推移

・京都府の平均上昇率は6.8%（全国平均6.0%）

職種 H24.4単価 R6.3単価 R7.3単価
H24.4からの
上昇率

特殊作業員 16,200円 24,000円 25,700円 58.6%

普通作業員 13,100円 22,300円 23,800円 81.7%

軽作業員 10,200円 15,300円 16,400円 60.8%

とび工 17,000円 26,300円 27,600円 62.4%

鉄筋工 16,200円 26,500円 28,200円 74.1%

特殊運転手 15,900円 23,800円 25,400円 59.7%

一般運転手 14,000円 22,000円 23,500円 67.9%

型わく工 16,500円 28,400円 29,900円 81.2%

大 工 16,100円 26,300円 29,100円 80.7%

左 官 15,400円 26,900円 28,300円 83.8%

交通誘導警備員A 8,400円 16,500円 17,600円 109.5%
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約76%
上昇
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低入札価格調査基準価格

最低制限価格（参考値）

※当面「α=1.0」として運用

※予定価格１億円以上の工事
及び全ての総合評価競争入札
工事

※予定価格１億円未満の工事
（総合評価競争入札は除く）

令和４年４月改正

直接工事費 × 0.97

合計
×（1+

消費税率）

共通仮設費 × 0.90

現場管理費 × 0.90

一般管理費等 × 0.68

設定範囲 予定価格の7.5/10～9.2/10

新

令和４年４月改正

直接工事費 × 0.97

合計
×（1+

消費税率）

共通仮設費 × 0.90

現場管理費 × 0.90 × α

一般管理費等 × 0.68

設定範囲 予定価格の7.5/10～9.2/10

新
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82.0%
81.1%

82.4%

83.8%84.3%

86.2%

88.9%89.2%

87.6%

89.0%89.5%89.7%89.9%89.5%89.2%

90.7%90.7%90.8%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

一般競争入札を
１千万円以上に拡大 ※積算基準変更により工事

価格増加、基準価格算出時
に乗じる率は変更ない

→ 落札率低下

平
均

落
札

率

京都府発注建設工事の平均落札率の推移
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概要

◎入札の公平性・公正性の向上に資するため、一定の資本関係又は
人的関係のある複数の者の同一入札への参加を制限

（平成27年4月1日～適用）

イメージ
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入札公告

（●）業態調書（別記様式４）
次のアからオまでのいずれかに該当する者がある場合、その者を別記様式４に

記載すること。なお、該当する者がない場合、別記様式４の提出は不要とする。

ア 親会社等（会社法第２条第４号の規定による親会社等をいう。以下同じ。）と
子会社等（会社法第２条第３号の規定による子会社等をいう。以下同じ。）の
関係にある者

イ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある者

ウ 一方の会社等の役員（個人事業主及び組合の役員を含む。以下同じ。）が、
他方の会社等の役員を現に兼ねている者

エ 一方の会社等の役員が、他方の会社等の会社更正法第67条第１項又は民事
再生法第64条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている者

オ その他アからエと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる者
39



京都府建設交通部指導検査課

業態調書

別記様式４

別記様式４

様

㊞

（１）　会社法第２条第４号の２の親会社等

－

－

－

（２）　会社法第２条第３号の２の子会社等

－

－

－

（３）　会社法第２条第４号の２の親会社等を同一とする子会社等の関係を有する会社

－

－

－

２　役員等の兼任に関する事項

－

－

－

商号又は名称 建設業の許可番号

　親子会社等がありますので、以下のとおり提出します。

代 表 者 氏 名

（第１４号様式）

商号又は名称

１　資本関係に関する事項

役職

商号又は名称

業　態　調　書

令和　　年　　月　　日

京都府　　土木事務所長

建設業の許可番号

商号又は名称

（ 申 請 者 ）

商 号 又は 名称

建設業の許可番号役職 氏名

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

建設業の許可番号

40
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○監理技術者の配置が必要となる下請契約金額

※建設業法施行令及び国立大学法人法施行令の一部を改正する政令
（令和7年2月1日施行）

○専任の現場配置技術者を必要とする請負代金額

建築一式工事以外 5,000万円

建築一式工事 8,000万円

建築一式工事以外 4,500万円

建築一式工事 9,000万円

当初は主任技術者を配置した工事で、工事内容の変更等により、工事途中で下請総額5,000万円
(8,000万円)以上となる場合は、主任技術者に代え監理技術者を配置しなければならない

42
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※「特定」の許可
監理技術者の配置

下請総額
（百万円）

請負金額
（百万円）

50

【専任】
監理技術者

45

【非専任】
主任技術者

【専任】
主任技術者

5045
43
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請負金額
（百万円）

80 90

【非専任】
主任技術者

80

【専任】
主任技術者

【専任】
監理技術者※「特定」の許可

監理技術者の配置

【非専任】
監理技術者

下請総額
（百万円）

44
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現場代理人が複数工事を兼任できる主な条件

件 数 2件まで。

発 注 者
京都府又は国、地方公共団体等の発注工事に限る。
（京都府以外の発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が現場代理人の兼任を了承していること。）

現 場 代 理 人 兼任するいずれかの現場に駐在すること。

連 絡 員
兼任する府の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。
（連絡員は、元請業者の社員の他一次下請負業者の社員でも可能としますが、ガードマン、一次以外の下請負業者
の社員等は連絡員にはなれません。）

兼任する工事
の技術者要件

全て非専任工
事 の 場 合

同一土木事務所管内 であり、かつ 当初請負金額の合計が4,500万円（建築一式工事は9,000万円）
未満の工事 であること。

専 任 工 事 を
含 む 場 合

近接関連工事（※）であること。

（※） 工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の相互の間
隔が10ｋｍ程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する工事

主任技術者が複数工事を兼任できる主な条件

兼任する工事
の技術者要件

全て非専任工
事 の 場 合

条件なしで兼任可。

専 任 工 事 を
含 む 場 合

①近接関連工事の場合の兼任（建設業法施行令第27条第２項）

近接関連工事（※） であり、かつ 2件程度まで。 （監理技術者を配置する工事には適用不可）

②ＩＣＴ活用による複数の専任工事の兼任（建設業法第26条第３項第１号）

建設業法第26条第３項第１号に規定する要件を満たす工事であり、2件まで。

③監理技術者補佐の配置による複数の専任工事の兼任（建設業法第26条第３項第２号）

全ての工事に監理技術者補佐を配置する等の要件を満たす工事であり、2件まで。
（主任技術者を配置する工事には適用不可）

詳細条件は
「建設工事と技術者の
配置について」による

45
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2. 営業所技術者等と
監理技術者等の兼任

1. 複数の専任工事における監理技術者等の兼任

技術者

監理技術者
（専任）

監理技術者
（専任）

監理技術者
補佐

監理技術者
補佐

技術者

監理or主任
技術者（専任）

監理or主任
技術者（専任）

ＩＣＴ
措置等

ＩＣＴ
措置等

工事A 工事B

① ＩＣＴ活用による兼任
（専任特例１号）

②監理技術者補佐の配置
による兼任（専任特例２号）

併用不可

➢ 監理技術者のみが対象
➢ 監理技術者補佐を全ての

建設工事に配置
➢ 兼任工事数は２以下
➢ 同一土木事務所管内の

公共工事

➢ 主任技術者又は監理技術者
➢ ICT措置等（※1）を全ての建設

工事で実施
➢ 兼任工事数は２以下
➢ 現場間の移動距離が概ね

２時間以内

➢ 主任技術者又は監理技術者
➢ ICT措置等（※2）を建設工事で

実施
➢ 兼任工事数は１以下
➢ 営業所と現場間の移動距離

が概ね２時間以内

工事C 工事D

技術者

（特定）
営業所技術者

監理or主任
技術者（専任）

ＩＣＴ
措置等

営業所 工事E

（※1）次頁の①～⑦ （※2）次頁の①～⑨
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【専任特例１号、営業所技術者等】 建設業法第26条第3項第1号、同法第26条の5

① 各建設工事の請負代金の額が１億円未満（建築一式工事の場合は２億円未満）であること

② 工事現場間(又は営業所と工事現場間)の距離が、一日の勤務時間内に巡回可能なものであり、
移動時間が概ね２時間以内であること

③ 下請次数が２以内であること

④ 連絡員を各工事現場（又は営業所と工事現場）に置いていること

⑤ 工事現場の施工体制を遠隔から確認するための措置（CCUS等）を講じていること

⑥ 人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場に備え置くとともに、営業所で一定期間保存すること

⑦ 遠隔から工事現場の状況の確認をするための情報通信機器が設置され、
通信環境が確保されていること（スマートフォンやタブレット端末、WEB会議システムでOK）

<以下は営業所技術者等との兼任の場合のみ>

⑧ 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された建設工事

⑨ 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること

【専任特例２号】 建設業法第26条第3項第2号

I. 監理技術者補佐をすべての工事現場に専任で配置すること。

II. すべて公共工事であること。

III. 兼任する工事の請負代金の額が右表の上限額未満であること。

IV. 工事現場がすべて同一土木事務所管内にあること。

V. 総合評価競争入札によるものではないこと（府発注工事の場合）。

業種区分 上限額

土木一式工事(PC工事を除く)、
舗装工事、造園工事

1.2億円

建築一式工事 3.0億円

電気工事、管工事 1.5億円

その他 5.0億円
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開札予定日
※工事開始期限日は、開札予定日

から原則１２０日以内
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２．京都府のこれまでの取組み
⚫ 平成24年8月：公契約大綱に基づき、元下関係適正化指針を策定し、社会保険への加入を規定

施工体制台帳で下請業者の社会保険加入状況を確認し、未加入の場合は元請業者に下請業者の保険加入

を指導

⚫ 平成25年7月：一般競争入札への参加要件に社会保険等への加入を追加

⚫ 平成27年4月：入札参加資格要件に社会保険等への加入を追加（元請からの排除の徹底）

⚫ 平成29年7月：元下指針を改正し、下請工事契約時チェックリストに社会保険等に関する加入状況項目を追加

⚫ 平成30年10月：契約書において一次下請けを社会保険等加入企業に限定する項目を追加

※令和2年10月に建設業許可の要件に、社会保険の加入が追加されました。

３．京都府の令和２年度以降の取組み
（令和2年10月1日以降に公告する工事から適用）
⚫契約書において、府発注工事の受注者（工事）に対し、契約締結時に、当該工事に係る法定福利費を明示した

「請負代金内訳書」の提出を求める項目を追記（令和2年7月1日改正）

⚫社会保険等に未加入である建設業者が下請負人になることを全面的に禁止

⚫一次下請負人において、社会保険等未加入による契約違反となる場合、指名停止や成績評定の減点を行う

１．目的
⚫ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
⚫ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築

（令和3年4月1日以降に公告する工事から適用）
⚫二次以下の下請負人において、社会保険等未加入による契約違反となる場合、指名停止や成績評定の減点を
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令和２年度平成31年度

４．加入推進のロードマップ

下請企業を
社会保険等
加入企業に

限定

法定福利費
の内訳明示

平成30年度
まで

ペナルティの
実施

これまでの
取組

令和３年度以降

全下請を社会保険等加入企業に限定
※R2.10.1以降入札公告行う案件から適用

請負代金内訳書において
法定福利費の内訳明示を義務化
【R2.7.1契約書改正】
※ R2.10.1以降入札公告行う案件から適用

・元下指針改正(H29.7)※により、元請負人、監督員のチェック強化
※下請工事契約時チェックリストに、社会保険等に関する加入状況項目を追加

・契約書改正(H30.10.1)により、一次下請を社会保険等加入企業に限定

一次下請負人において、
指名停止や成績評定の減点を行う
※ R2.10.1以降入札公告行う案件から適用

二次以下の下請負人において、
指名停止や成績評定の減点を行う
※ R3.4.1以降入札公告行う案件から適用 53
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内訳書調査の厳格化

◎平成24年2月1日以降開札の工事等において工事内訳書調査の厳
格化を実施

・入札書と合わせて提出する「内訳書」は、適正な価格で入札を行う根
拠資料として重要な書類

・内訳書は、入札書と同様、発注機関で有効と判断されなければ、そ
の提出した入札書は「無効」

○建設業法
（建設工事の見積り等）
第二十条 建設業者は、（略）、工事の種別ごとに材料費、労務費その他の経費の内訳を明らかにして、
建設工事の見積りを行うよう努めなければならない。

○京都府工事等競争入札心得
（入札等）
第７条
４ 入札者は、（略）、入札に際し、（略）工事費内訳書を必ず持参し、これらを提示しなければならない。た
だし、必要と認められる場合においては、内訳書の提出を求めることがある。

関係法令
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有効としない内訳書（内訳書の未提出等）

⚫ 内訳の全部又は一部が提出されていない場合
⚫ 内訳書とは無関係な書類が提出された場合
⚫ 他の工事等の内訳書である場合
⚫ 内訳書が白紙である場合
⚫ 内訳書が特定できない場合
⚫ 内訳の記載が全くない場合

【有効としない内訳書の事例】
・内訳書の一部が未記載となっている。
・附帯工事があるのに、その内訳書が未添付。
・対象工事と他工事の内訳書が混ざって提出。
・表計算ソフトにおいて、他のシートに他工事の内訳書がある。
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有効としない内訳書（内訳書内容の不備）

⚫ 内訳に必要な工種が未記載又は誤りがある場合
⚫ 内訳書の縦計算及び合計額に誤りがある場合
⚫ 入札書記載金額と内訳書の合計額が相違する場合
⚫ 値引きなどマイナス表示が記載されている場合

（スクラップ控除等マイナス計上すべきもの、又は入札書記載金額と一致させるために千
円未満の端数を処理したものは有効とする。）

⚫ 表紙がない場合
⚫ 工事番号又は工事名に誤りがある場合
⚫ 名前又は商号に誤りがある場合
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実際に無効となった例

⚫ 内容が不明な値引き
→企業努力による値引きにおいても根拠を明確に

（直接工事費から出精値引するのではなく、努力した項
目において、値引き後の金額を記載する。）

⚫ 縦計算の誤り
→エクセルの自動計算ミスが多い。行挿入、削除により計

算式が壊れたものを、そのまま添付している。
（検算してから提出する。）

⚫ 必要な工種の未記載
・ 重要構造物の計上漏れ
・ 附帯工事一式の記載漏れ
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請負契約書に記載すべき内容

建設業法第19条第1項の規定により、契約の内容を明示した適正な契約書の作成が必要

出典：適正な下請契約に向けて
（近畿地方整備局）

健康保険、
厚生年金保険
及び雇用保険

に係る
法定福利費
を明示する

令和２年10月１日以降
入札公告を行う案件から適用
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請負契約書の形態

請負契約書については、次のいずれかの方法により、書面での作成が必要

出典：適正な下請契約に向けて
（近畿地方整備局）
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建設工事標準請負契約約款の改正

民法について、制定以来約１２０年ぶりに改正が行われ、この改正
法は令和２年４月１日から施行されました。

これを踏まえ、中央建設業審議会が作成し、その実施を勧告する建
設工事標準請負契約約款についても改正が行われました。

この改正約款については、改正民法同様、令和２年４月１日より施
行されました。

建設工事標準請負契約約款 改正概要

○民法の改正内容への対応 ○建設業法改正への対応
１．譲渡制限特約 （R2.10.1 施行）
２．契約解除
３．契約不適合
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１．譲渡制限特約（第5条関係）

改正約款では、受注者が「前払金や部分払等によってもなおこの工事に必要な資金が
不足すること」を疎明したときは、発注者に対し承諾を義務づける一方、受注者には「譲
渡により得た資金を当該工事以外に使用してはならないこと」等を義務づけています。

また、特約違反（使途疎明・資金使途違反含む）の場合における発注者の約定解除権
が規定されました。

　第1項　譲渡制限特約

▷ 発注者が承諾した場合を除き、
債権譲渡等は禁止

○

▷ 受注者が前払金や部分払等によってもなお資金不
足であることを疎明した場合、特段の理由がある場
合を除き、発注者に承諾義務が課される（第3項）

▷ 受注者は、債権譲渡により得た資金を当該工事以外
へ使用してはならず、また、使途疎明資料を発注者
に提出する義務が課される（第4項）

〈現行約款〉

（中央建設業審議会総会資料を参考に作成）

前払金や部分払など資金調達円滑化の
ニーズに対応する制度が既に設けられて
いる。

　　▷ 発注者が承諾した場合を除き、
　 　 債権譲渡等は禁止

〈改正約款〉

第1項　譲渡制限特約

第3～4項　承諾義務と当該工事使用義務

62



京都府建設交通部指導検査課

２．契約解除（第47条、第48条、第49条関係）

○発注者の解除権について
改正約款では、解除について「催告解除」と「無催告解除」に分けて規定されました。

○発注者の解除権行使と受注者の帰責事由について
改正約款では、発注者の解除権の行使に「受注者の帰責事由」が不要となりました。
また、発注者に帰責事由がある場合は、解除不可と規定されました（改正約款第49条）。

【改正約款概要一覧表】　　　　　※ 現行約款第47条（発注者の解除権）との比較
（無催告解除については、改正民法第542条（催告によらない解除）との比較を記載）

○催告解除 ○無催告解除

改正
47条

解除要件（概要）
現行
47条

改正
48条

解除要件（概要）
現行
47条

民法
542条

1号 債権譲渡の使途疎明違反 - ※1 1号 承諾なしの債権譲渡 - ※1 -
2号 工事未着手 1号 2号 債権譲渡の資金使途違反 - ※1 -
3号 工期内完成不能等 2号 3号 明らかな完成不能 - 1号
4号 技術者未設置 3号 4号 契約不適合の追完不能 - ※2 -
5号 契約不適合の履行追完なし - ※2 5号 受注者の履行拒絶 - 2号
6号 契約違反 4号 6号 受注者の一部履行不能等 - 3号

7号 特定の履行期限の経過 - 4号
※1　譲渡制限特約にかかる解除 8号 催告による是正見込みのない明らかな履行不能 - 5号
※2　工事完成後（契約不適合責任）の解除　 9号 暴力団への債権譲渡 (6号) -

10号 受注者からの解除の申出 5号 -
11号 暴力団との一定の関係 6号 -
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３．契約不適合（第45条、第57条関係）

○契約不適合責任について

改正約款では、「修補又は代替物の引渡しによる履行の追完請求」と「催告しても履行
の追完がなされない又は追完不能の場合における代金減額請求」が規定されました。ま
た、「損害賠償請求」や一定の条件において「契約の解除」ができることも規定されました。

○契約不適合責任期間等について

改正約款では、木造とコンクリート造等の区別が廃止されました。また、期間は現行約
款と同様、原則2年と規定されました。

〈現行約款〉

瑕疵

※履行の追完を催告しても
 　応じない場合

　※建物その他の土地工作物は、
　　 瑕疵があっても解除不可

　・修補請求
　・損害賠償請求
　・修補請求＋損害賠償請求

〈改正約款〉

（中央建設業審議会総会資料を参考に作成）

　　　　　　　　　　　　　　　　・履行の追完請求

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・修補

　　　　　　　　　　　　　　　　   ・代替物の引渡し

　　　　　　　　　　　種類又は品質に関する契約不適合

　　　　　　　　　　　　　　　　　・代金減額請求

※　「履行の追完請求」や「代金減額請求」は、
　　　　　　　損害賠償請求と契約解除の権利行使を妨げない。

※履行の追完請求が

不能な場合等
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建設業法の改正に伴う措置について（R2.10.1 施行）

○ 工事を施工しない日・時間帯の契約書への記載（契約書部分関係）

建設業法第19条（契約書に記載すべき事項）に、「工事を施工しない日又は時間帯を

定めるときはその内容」が追加されたことを踏まえ、約款の契約書部分に当該事項が追

加された。

○ 受注者による監理技術者補佐の選任、通知義務（第10条関係）

今回新たに監理技術者を補佐する者について規定されたところ。現行約款においても

監理技術者や主任技術者、専門技術者の名前を発注者に通知することとしており、監理

技術者補佐についても、配置する場合はその氏名を通知することと規定された。

○ 著しく短い工期設定の禁止（第21条関係）

改正建設業法において、著しく短い工期による請負契約の締結が禁止されたことを踏ま

え、変更契約においても、変更後の契約が通常必要と認められる期間に比して著しく短い

期間の工期設定を禁止することが規定された。
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一般競争入札

公募型
指名競争入札

指名競争入札

予定価格
事前公表

受注者の技術的適正や
受注意欲を指名に反映
（測量等業務）

価格以外の要素（品
質）と価格とを総合的
に評価して落札者を決
定

適切で確実な施工を
行う能力が求められる
技術的な工夫の余地
が小さい工事を対象

工事の品質をより高める

ための技術的な工夫の

余地が大きい工事を対象

入札方式 落札方式 運 用

様々な入札方式等

標準型

予定価格
事前公表

価格競争

価格競争

価格競争

総合評価

技術重視型

評価項目

＋簡易施工計画書

評価項目

地域活性型 予定価格
事後公表
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公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）

２ 公共工事の品質は、建設工事が、目的物が使用されて初めてその品質を確認で

きること、その品質が受注者の技術的能力に負うところが大きいこと、個別の工事により

条件が異なること等の特性を有することに鑑み、経済性に配慮しつつ価格以外の多様

な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、

確保されなければならない。

出典：国土交通省

第３条（基本理念）

総合評価落札方式

従来の一般競争入札 総合評価方式競争 68
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予定価格
（百万円）

等級区分 入札方式
予定価格
の公表

総合評価方式の場合

45以上 S,Ⅰ

一般競争

事後公表
技術重視型

（又は地域活性型）

25以上45未満 Ⅱ
事前公表
(一部事後公表)

地域活性型

10以上25未満 Ⅲ

事前公表

地域活性型

10未満 Ⅳ以下 指名競争 － （土木一式工事の場合）

予定価格別整理
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担い手確保に資する取り組みを評価

大規模案件等の技術的な
工夫の余地が大きい工事

（技術提案を求める）

予定価格：概ね4,500万円以上

（簡易な施工計画を求める）

予定価格：概ね1,000万円以上

（主に実績や取組を評価する）

受注実績のない企業を評価

発注者が指定した工事の受注実績
を評価

地域に貢献する優良な企業の評価

橋梁などの専門工事で発注者が
指定した工事の受注実績等を評価

標 準 型

担い手確保等促進

技術重視型
受注機会

スタンダード

発注者指定

企業チャレンジ

地域活性型 橋梁等発注者指定

※着色部：ガイドライン対象

※標準型：ガイドライン対象外（個別評価）

総合評価競争入札制度の区分

70

総合評価競争入札ガイドライン（令和７年４月）より
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総合評価競争入札制度の落札者決定基準

71
表：落札者決定基準表（土木一式工事の例）
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改正内容【令和６年８月】

総合評価競争入札制度の改正

72

１ 地域活性型の評価タイプに関すること
・評価タイプの統合

地域活性型の評価タイプを９タイプ→６タイプに統合

２ 評価項目に関すること
・若手又は女性技術者評価の変更

「若手・女性技術者」を評価する評価項目の評価内容を変更
（若手：35歳以下→40歳以下 女性：0.5点→1.0点 に見直し）

・週休２日の取組（実績）について
「週休２日の取組」の達成条件を完全週休２日に変更
「週休２日の実績」を評価する評価項目を廃止

・雇用評価の変更について
「雇用」を評価する項目を廃止
（技術職員数の維持、各業種毎に雇用している技術職員数）
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近年の実施状況

技術提案テーマの例

【品質管理】
➢ 橋台躯体コンクリートのひび割れ対策に対する配慮
➢ 擁壁構造物の生コンクリート打設及び養生への配慮
➢ 流用土を使用した築堤盛土の締固め管理に対する配慮
【安全管理】
➢ 工事車両が通行する生活道路への安全配慮
➢ 掘削及び既設ブロック積の取り壊し時における近接建物への安全配慮

年度
標準型 技術重視型 地域活性型

件数 参加者 件数 参加者数 件数 参加者数

Ｒ２ ３ ５．０ ２４ ４．２ １６６ ５．７

Ｒ３ １ １０．０ １６ ４．４ １７３ ７．０

Ｒ４ ３ ３．７ １２ ７．６ ２０６ ７．６

Ｒ５ １ １０．０ ８ ６．４ ２１３ ６．８

Ｒ６ 1 １．０ ３ ７．１ １９１ ７．７

73
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評価内容を担保するための措置

配置予定技術者の変更に伴う技術者の工事成績及びＣＰＤの取得単位数の相違、担い
手確保等促進タイプの場合に、週休２日工事に取組むものとして加算点の対象となってい
たにも関わらず取り組まなかった場合、「施工上の課題に係る技術的所見」、「府内企業の
下請状況について」及び「指定資材の府内調達状況について」に記載した内容が、受注者
の責めにより満足できない場合は、技術提案の達成度合いに応じた申請点の再計算を行い、
提案項目の不履行として、次式により落札時の加算点との差に応じて、本工事に係る工事
成績評定点の減点を行うものとする。

減点値＝８点×（α－β）／α （小数点以下第２位四捨五入小数第１位止）
α：当初の申請点
β：達成度合いに応じて再計算した申請点

ただし、「府内企業の下請状況について」の評価については、0＜α－β≦0.3の場合は
減点を行わない。

◆入札時の加算点と実際（工事施工時）の加算点が異なる場合、工事
成績評定を減点する場合がある。

➢ 技術提案の内容の一部不履行
➢ 技術者の変更
➢ 下請業者、指定資材（府内→府外）の変更

【加算点が異なる場合（例）】

【入札公告（例）】

74
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75

さらに詳しくご覧になりたいときは

総合評価競争入札ガイドライン
https://www.pref.kyoto.jp/nyusatu/nyukeiseido/sogohyouka.html

京都府トップページ > 産業・雇用 > 入札情報 > 入札契約制度 > 総合評価競争入札

でご覧になれます。

https://www.pref.kyoto.jp/index.html
https://www.pref.kyoto.jp/sangyoshigoto/index.html
https://www.pref.kyoto.jp/sangyoshigoto/nyusatsu/index.html
https://www.pref.kyoto.jp/nyusatu/12500012.html
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資料提出時の留意事項

○電子入札システムでの資料提出する場合、各資料を１つの
PDFファイルに統合し、提出して下さい（容量が大きくなる場合
は、複数のファイルとなっても構いません）。

資料提出時のお願い

○入札公告、ガイドラインを熟読の上、過不足なく（不要な資料
を提出しない）、提出して下さい。

・CPD：入札日と同一年度発行の学習履歴証明と明細書
・技術者：配置されたことが分かる最小限の資料（契約書、図面）

資料提出時のお願い
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お わ り
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